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概要

たばこ対策や糖尿病予防のための栄養対策等について、積極的な取組を展開する地方公共
団体等に対して補助を行う。

令和元年度予算額
８９１百万円（８８５百万円）

健康的な生活習慣づくり重点化事業

事業名 事業概要 令和元年度予算額

たばこ対策促進事業
たばこ対策を推進するため、未成年者の喫煙防止
対策、若年女性の喫煙防止対策、禁煙支援に携わ
る者の養成・活動支援等を推進する。

４６百万円

受動喫煙対策促進事業
受動喫煙に関する知識の普及、受動喫煙の防止に
関する意識の啓発等を通じ、望まない受動喫煙が生
じない社会環境の整備の推進を図る。

７３２百万円

糖尿病予防戦略事業
糖尿病の発症を予防するために、生活習慣を改善し、
適切な食生活や適度な運動習慣など、糖尿病予防
に取り組みやすい環境を整備する。

３７百万円

地域の健康増進活動支援事業
健康づくり活動に取り組む民間団体の、健康づくりの
牽引役となる人材の育成やボランティアを活用する
主体的かつ自由な発想に基づく取組を支援する。

７６百万円
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○ 事業概要
たばこ対策を推進するため、未成年者の喫煙防止対策、若年女性の喫煙防止対策、禁煙支援

に携わる者の養成・活動支援等に関する費用への助成を実施。平成23年度から実施。
（補助先：都道府県、保健所設置市、特別区。補助率：1/2）

② 若年女性に対する普及啓発に関する事業
・ 喫煙と健康問題に関するチラシ・ポスター等（美容所等へ配布）の作成など

③ 「禁煙普及員」「たばこ相談員」等の禁煙支援に携わる者に関する事業
・ 「禁煙普及員」、「たばこ相談員」等の禁煙支援に携わる者が行う普及啓発活動の支援に関する事業など

① 未成年者や子どもへの影響の大きい父母等の喫煙防止に関する事業
・ 学校保健担当者等を対象とした未成年者の喫煙防止に効果的な教育方法等を指導する講習会等の実施
など

④ たばこ対策関係者で構成される協議会等の設置
・ 地域の保健医療関係者を含めたたばこ対策関係者で構成される協議会等を設置して事業の計画策定、 推
進及び評価等を実施すること

〈事業内容〉

たばこ対策促進事業たばこ対策促進事業 令和元年度予算
４６百万円（４０百万円）

2



○ 事業概要
受動喫煙により亡くなる方は、年間約15,000人であり、受動喫煙による超過医療費は年間3,000億円以上と推計

されている。国民全体の命と健康を守るため、受動喫煙に関する知識の普及、受動喫煙の防止に関する意識の啓発
等を通じ、望まない受動喫煙が生じない社会環境の整備の推進を図る。平成30年度から実施。

（補助先：都道府県、保健所設置市、特別区。補助率：1/2）

⑤ 喫煙専用室等の設置・運用時における相談指導の実施

① 施設管理者などを対象とした受動喫煙対策に関する講習会・説明会等の実施

⑦ その他受動喫煙対策の推進に有効と認められる事業

〈事業内容〉

② 国民や施設管理者などに対し、受動喫煙による健康影響等について、ポスター・パンフレット資材の作成・ 配布
を通じた普及啓発の実施

③ 国民や施設管理者などに対し、受動喫煙による健康影響等について、テレビコマーシャル作成、新聞広告の掲載、
ホームページの作成等の効果的な広報手法を用いた周知啓発の実施

④ 受動喫煙対策に関する好事例の情報収集の実施

⑥ 施設管理者などに対し受動喫煙対策の実施を表示するための標識等の交付

※ 受動喫煙による健康影響のほか、喫煙専用室等の設置に関する助成・税制制度の案内や都道府県等における受動喫煙防止条例や路上喫煙禁止条例などを踏まえた
受動喫煙対策の取組等の普及啓発も併せて実施することは差し支えない。

※ 事業内容の①及び②の事業の実施は必須とし、その他の事業についても積極的に実施することが望ましい。
※ 事業の実施に当たっては、関係団体と調整の上、協力して実施すること。

受動喫煙対策促進事業受動喫煙対策促進事業 令和元年度予算
７３２百万円（７３２百万円）
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受動喫煙が原因の死者は年間15,000人を超える

肺がん

14%

虚血性

心疾患

35%

脳卒中

51%

男性： 4,523人

肺がん

18%

虚血性心疾

患

28%

脳卒中

54%

女性： 10,434人

受動喫煙による年間死亡数推計値
肺がん2,484人、虚血性心疾患4,459人、脳卒中8,014人、
乳幼児突然死症候群73人 合計で約1万5千人

1. The health consequences of smoking - 50 years of progress. U.S. Department of Health and Human Services, 
Centers for Disease Control and Prevention (CDC)

2. Lancet 2011; 377: 139-46
3. 厚生の指標 2010; 57: 14-20
4. 厚生労働科学研究費補助金循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業「たばこ対策の健康影響および経済影響の包括的評

価に関する研究」平成27年度報告書

男性 女性
肺がん 627 1,857
虚血性心
疾患

1,571 2,888

脳卒中 2,325 5,689
小計 4,523 10,434

乳幼児突
然死症候
群（SIDS)

73

合計 15,030

〇 世界では受動喫煙が原因で年間89万人が死亡していると推計されており、日本で
も同様の推計を実施。

○ 肺がん、虚血性心疾患、脳卒中、乳幼児突然死症候群（SIDS）について、各疾患
の死亡数の何％が受動喫煙によるものかを計算し、その割合を2014年の死亡数に
乗じた。
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オリンピック開催地の“屋内喫煙”規制状況
バンクーバー（2010年）

罰則付きの
法令あり

ロンドン（2012年）

ソ チ（2014年）

リオデジャネイロ（2016年）

平 昌（2018年）

東 京（2020年） 罰則なし
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１．国及び地方公共団体の責務等

(1) 国及び地方公共団体は、望まない受動喫煙が生じないよう、受動喫煙を防止するための措置を総合的かつ効果的に推進するよう努め

る。

(2) 国、都道府県、市町村、多数の者が利用する施設等の管理権原者その他の関係者は、望まない受動喫煙が生じないよう、受動喫煙を

防止するための措置の総合的かつ効果的な推進を図るため、相互に連携を図りながら協力するよう努める。

(3) 国は、受動喫煙の防止に関する施策の策定に必要な調査研究を推進するよう努める。

望まない受動喫煙の防止を図るため、多数の者が利用する施設等の区分に応じ、当該施設等の一定の場所を除き喫煙
を禁止するとともに、当該施設等の管理について権原を有する者が講ずべき措置等について定める。

【基本的考え方 第１】「望まない受動喫煙」をなくす
受動喫煙が他人に与える健康影響と、喫煙者が一定程度いる現状を踏まえ、屋内において、受動喫煙にさらされることを望まない

者がそのような状況に置かれることのないようにすることを基本に、「望まない受動喫煙」をなくす。

【基本的考え方 第２】受動喫煙による健康影響が大きい子ども、患者等に特に配慮

子どもなど20歳未満の者、患者等は受動喫煙による健康影響が大きいことを考慮し、こうした方々が主たる利用者となる施設や、

屋外について、受動喫煙対策を一層徹底する。

【基本的考え方 第３】施設の類型・場所ごとに対策を実施

「望まない受動喫煙」をなくすという観点から、施設の類型・場所ごとに、主たる利用者の違いや、受動喫煙が他人に与える健康影響の程度

に応じ、禁煙措置や喫煙場所の特定を行うとともに、掲示の義務付けなどの対策を講ずる。

その際、既存の飲食店のうち経営規模が小さい事業者が運営するものについては、事業継続に配慮し、必要な措置を講ずる。

改正の趣旨

改正の概要

健康増進法の一部を改正する法律（平成30年法律第78号） 概要健康増進法の一部を改正する法律（平成30年法律第78号） 概要
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２．多数の者が利用する施設等における喫煙の禁止等
(1) 多数の者が利用する施設等の類型に応じ、その利用者に対して、一定の場所以外の場所における喫煙を禁止する。
(2) 都道府県知事（保健所設置市区にあっては、市長又は区長。以下同じ。）は、(1)に違反している者に対して、喫煙の中止等を命ず

ることができる。

(3) 旅館・ホテルの客室等、人の居住の用に供する場所は、(1)の適用除外とする。
(4) 喫煙をすることができる室には20歳未満の者を立ち入らせてはならないものとする。
(5) 屋外や家庭等において喫煙をする際、望まない受動喫煙を生じさせることがないよう周囲の状況に配慮しなければならないものとす

る。

３．施設等の管理権原者等の責務等

(1) 施設等の管理権原者等は、喫煙が禁止された場所に喫煙器具・設備（灰皿等）を設置してはならないものとする。
(2) 都道府県知事は、施設等の管理権原者等が(1)に違反しているとき等は、勧告、命令等を行うことができる。

４．その他
(1) 改正後の健康増進法の規定に違反した者について、所要の罰則規定を設ける。

(2) この法律の施行の際現に業務に従事する者を使用する者は、当該業務従事者の望まない受動喫煙を防止するため、適切な措置をとる

よう努めるものとする。

(3) 法律の施行後５年を経過した場合において、改正後の規定の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果

に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

※１ 屋外で受動喫煙を防止するために必要な措置がとられた場所に、喫煙場所を設置することができる。
※２ たばこのうち、当該たばこから発生した煙が他人の健康を損なうおそれがあることが明らかでないたばことして厚生労働大臣が指定するもの。
※３ 一の大規模会社が発行済株式の総数の二分の一以上を有する会社である場合などを除く。
注：喫煙をすることができる場所については、施設等の管理権原者による標識の掲示が必要。
注：公衆喫煙所、たばこ販売店、たばこの対面販売（出張販売によるものを含む。）をしていることなどの一定の条件を満たしたバーやスナック等といっ

た喫煙を主目的とする施設について、法律上の類型を設ける。

Ａ 学校・病院・児童福祉施設等、行政機関

旅客運送事業自動車・航空機

禁煙

（敷地内禁煙（※１））

Ｂ 上記以外の多数の者が利用する施設、

旅客運送事業船舶・鉄道 原則屋内禁煙

(喫煙専用室（喫煙のみ）内

でのみ喫煙可)飲食店

【加熱式たばこ（※２）】

原則屋内禁煙

(喫煙室（飲食等も可）内

での喫煙可)

経過措置

既存特定飲食提供施設
（個人又は中小企業（資本金又は出資の総額

5000万円以下（※３））
かつ 客席面積100㎡以下の飲食店）

標識の掲示により喫煙可

2020年４月１日（ただし、１及び２(5)については2019年１月24日、２.Ａ二重線部の施設に関する規定については2019年７月１日）

施行期日

別に法律で定める日までの間の措置

当分の間の措置

【原則屋内禁煙と喫煙場所を設ける場合のルール】
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屋内禁煙 喫煙専用室設置（※）
加熱式たばこ専用の
喫煙室設置（※）

○ 敷地内禁煙
・学校、児童福祉施設
・病院 、診療所
・行政機関の庁舎 等

or

※ 全ての施設で、
喫煙可能部分には、
ア喫煙可能な場所である
旨の掲示を義務づけ

イ客・従業員ともに
20歳未満は立ち入れない

屋外で受動喫煙を防止するために必要な措置がとられた場所に、喫煙場所を設置することができる。

○ 喫煙を行う場合は周囲の状況に配慮
（例） できるだけ周囲に人がいない場所で喫煙をするよう配慮。

子どもや患者等、特に配慮が必要な人が集まる場所や近くにいる場所等では喫煙をしないよう配慮。

屋外や家庭など

喫煙可能（※）

喫煙専用室と同等の煙の流出防止措置を講じている場合は、非喫煙スペースへの20歳未満の立入りは可能。

【経過措置】

既存の経営規模の
小さな飲食店

・個人又は中小企業が経営
・客席面積100㎡以下

上記以外の施設＊

・事務所
・工場
・ホテル、旅館
・飲食店
・旅客運送用事業船舶、鉄道

・国会、裁判所
等

＊個人の自宅やホテル等の客室など、人の居住

の用に供する場所は適用除外

○ 原則屋内禁煙 （喫煙を認める場合は喫煙専用室などの設置が必要）

○ 喫煙可能な場所である旨を掲示することにより、店内で喫煙可能

経営判断により選択

経
営
判
断
等

室外への煙の流出防止措置

飲食可喫煙のみ

子どもや患者等に特に配慮

第一種施設

第二種施設

喫煙を主目的とする施設
・喫煙を主目的とするバー、スナック等
・店内で喫煙可能なたばこ販売店 ・公衆喫煙所

○ 施設内で喫煙可能（※）
喫煙目的施設

改正健康増進法の体系改正健康増進法の体系

2019年
7月1日
施行

2020年
4月1日
施行

2019年
1月24日
施行

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦
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○ 一部施行①（国及び地方公共団体の責務等）の施行期日は2019年１月24日とする。
○ 一部施行②（学校・病院・児童福祉施設等、行政機関）の施行期日は2019年７月１日とする。

改正健康増進法の施行期日について改正健康増進法の施行期日について

2018年 2019年

９月（ラグビーＷ杯）

2020年

４月 ７月（東京オリパラ）７月１日１月24日７月25日

全面施行(上記以外の施設等)
2020年４月１日

▲ ▲ ▲ ▲

法律公布

一部施行①（国及び地方公共団体の責務等）
（公布後６ヶ月以内で政令で定める日）

一部施行②（学校・病院・児童福祉施設等、行政機関）
（公布後１年６ヶ月以内で政令で定める日）
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＜政令事項＞
① 敷地内禁煙となる第一種施設の対象施設の範囲
② 喫煙目的施設の要件
③ 適用除外の場所の範囲

＜省令事項＞
④ 特定屋外喫煙場所における必要な措置
⑤ 喫煙専用室等におけるたばこの煙の流出防止基準
⑥ 喫煙専用室標識等及び喫煙専用室設置施設等標識等
⑦ 喫煙可能室設置施設の届出

改正健康増進法における政省令事項改正健康増進法における政省令事項

※ 各事項に記載された数字は、３ページ上段「改正健康増進法の体系」記載の数字に対応している。
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2019年７月１日施行に伴う政省令事項2019年７月１日施行に伴う政省令事項

○ 敷地内禁煙となる第一種施設は、受動喫煙により健康を損なうおそれが高い者である①二十歳未満
の者、②患者、③妊婦が主たる利用者である以下の施設とする。
・ 学校教育法第１条に規定する学校（専ら大学院の用途に供する施設を除く。）その他二十歳未満の者が
主として利用する教育施設等
・ 医療法に規定する病院、診療所及び助産所
・ 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律に規定する薬局
・ 介護保険法に規定する介護老人保健施設及び介護医療院
・ 難病の患者に対する医療等に関する法律に規定する難病相談支援センター
・ 施術所（あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師又は柔道整復師がその業務を行う場所をいう。）
の用途に供する施設
・ 児童福祉法に規定する障害児通所支援事業（居宅訪問型児童発達支援若しくは保育所等訪問支援のみを
行う事業又はこれらのみを行う事業を除く。）、児童自立生活援助事業、放課後児童健全育成事業、子育て
短期支援事業、地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業、家庭的保育事業、小規模保育事業、事業所内保
育事業及び病児保育事業の用に供する施設、児童福祉施設並びに無認可児童福祉施設
・ 母子保健法に規定する母子健康包括支援センター
・ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律に規定する認定こども園
・ 法務省設置法に規定する少年院及び少年鑑別所
※ 第一種施設の中に第二種施設がある場合（病院の建物の中にカフェがある場合等）、第二種施設の場所にも第一種施設の規制である「敷地内禁
煙」が及ぶこととしている。
一方で、第一種施設と第二種施設が併設しているような事例で、それぞれの施設の機能や利用者が全く別のものであり、明確に区分されている

ような場合については、それぞれが独立した別の施設であるものとして、それぞれの施設類型に応じた規制が適用される。

第一種施設の対象

3○ 第一種施設の特定屋外喫煙場所で必要となる措置は、以下のとおり。
① 喫煙をすることができる場所が区画されていること
② 喫煙をすることができる場所である旨を記載した標識を掲示すること
③ 施設の利用者が通常立ち入らない場所に設置すること

特定屋外喫煙場所における必要な措置
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2020年４月１日施行に伴う政省令事項①2020年４月１日施行に伴う政省令事項①

○ 喫煙専用室等を設置した場合の喫煙専用室等の出入口及び施設等の出入口に掲示する標識について
は、各標識に記載された事項を容易に識別できるようにすることとする。

（参考（法律事項））
○ 喫煙専用室等の出入口に掲示する標識の記載事項
・ 当該場所が（専ら）喫煙をすることができる場所である旨
・ 当該場所への二十歳未満の者の立入りが禁止されている旨

○ 施設等の出入口に掲示する記載事項
・ 喫煙専用室等が設置されている旨

喫煙専用室標識等及び喫煙専用室設置施設等標識等

○ 喫煙専用室等で必要となる「煙の流出防止措置」は、以下のとおり。
① 入口における室外から室内への風速が０．２ｍ／秒以上であること

※入口にのれん、カーテン等を設置し、開口面の面積を狭くするという工夫により、風速0.2ｍ／秒以上を実現することもできる。

② 壁、天井等によって区画されていること
③ たばこの煙が屋外に排気されていること
※１ 施設内が複数階に分かれている場合においては、フロア分煙を行うことが可能
※２ 法律の経過措置対象である小規模飲食店において、店舗内の全部の場所を喫煙することができる場所とする場合は、壁、天井等に
よって区画されている措置が講じられていることとする

※３ 施行時点で既に存在している建築物であって、管理権原者の責めに帰することができない事由によって上記基準を満たすことが困
難な場合にあっては、たばこの煙の流出防止にかかる技術的基準について一定の経過措置を設ける

喫煙専用室等におけるたばこの煙の流出防止にかかる技術的基準
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2020年４月１日施行に伴う政省令事項②2020年４月１日施行に伴う政省令事項②

○ 喫煙を主目的とする施設は、①公衆喫煙所、②喫煙を主目的とするバー、スナック等、③店内で喫
煙可能なたばこ販売店の３種類であり、具体的要件は以下のとおり。
① 公衆喫煙所
・ 施設の全部の場所を専ら喫煙をする場所とするものであること

② 喫煙を主目的とするバー、スナック等
・ たばこの対面販売（出張販売を含む。）をしていること
・ 設備を設けて客に飲食をさせる営業（「通常主食と認められる食事」を主として提供するものを
除く。）を行うものであること
※「通常主食と認められる食事」とは、社会通念上主食と認められる食事をいう。

③ 店内で喫煙可能なたばこ販売店
・ たばこ又は喫煙器具の販売（たばこについては、対面販売に限る。）をしていること
・ 設備を設けて客に飲食をさせる営業を行っていないこと

（参考）法律における「喫煙目的施設」の定義
「多数の者が利用する施設のうち、その施設を利用する者に対して、喫煙をする場所を提供することを主たる 目的とする施設
として政令で定める要件を満たすものをいう。」

喫煙目的施設の要件
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2020年４月１日施行に伴う政省令事項③2020年４月１日施行に伴う政省令事項③

○ 対象施設と届出事項
ⅰ 既存特定飲食提供施設に設置する場合
・ 喫煙可能室設置施設の名称及び所在地
・ 喫煙可能室設置施設の管理権原者の氏名及び住所

※ 施設の管理権原者は、以下の資料を保存しなければならない。

・ 喫煙可能室設置施設の客席部分の床面積に係る資料
・ 喫煙可能室設置施設が会社により営まれるものである場合には、当該会社の資本金の額又は出資の総額に係る資料

（参考）「既存特定飲食提供施設」の対象
・ 個人又は中小企業（資本金5000万円以下）が経営
・ 客席面積100㎡以下

ⅱ 旅客運送事業鉄道等車両又は旅客運送事業船舶に設置する場合
・ 喫煙可能室設置施設の名称、車両番号等
・ 喫煙可能室設置施設の管理権原者の氏名及び住所

※１ 届出をしない限り喫煙可能室設置施設に該当しないというものではない
※２ 届出様式は省令で規定済み、届出受付開始時期は今後追ってお示しする予定

喫煙可能室設置施設の届出

14



喫煙専用室標識等の標識例喫煙専用室標識等の標識例

① 喫煙専用室標識 ② 喫煙専用室設置施設等標識 ③ 指定たばこ専用喫煙室標識 ④ 指定たばこ専用喫煙室設置施設等標識

⑥ 喫煙目的室設置施設標識⑤ 喫煙目的室標識 ⑦ 喫煙可能室標識 ⑧ 喫煙可能室設置施設標識
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労働者の受動喫煙防止

■事業場からの空間分煙の実施のための個別相談対応を行う。ま
た、事業場での実地指導や各地域での説明会開催など、受動喫煙
防止対策に係る周知広報を実施する。

概 要

■職場における受動喫煙防止対策については、労働安全衛生法において、実情に応じた措置を講じることが事業者の努力
義務とされており、受動喫煙防止措置の努力義務を促進する観点から、国が必要な援助を行うことが規定されている。

■また、「2020年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会の準備及び運営に関する施策の推進を図るための
基本方針」においても、公共の場における受動喫煙防止対策を強化すると掲げられている。

■さらに、望まない受動喫煙の防止を図るため、多数の者が利用する施設等における喫煙の禁止等が盛り込まれた改正健
康増進法が第196回国会において成立したことも踏まえ、受動喫煙防止対策の国の援助を引き続き充実する必要がある。

受動喫煙防止対策推進支援業務

厚生労働省

事業者、労働者

委託
契約

■たばこ濃度の測定等に必要なデジタル粉じん計等の測定機器の
貸出及び機器の適切な使用方法の指導を行う。
※粉じん計、風速計：各120台

職場内環境測定支援業務

推進支援業務
事業受託者

委託
契約

測定支援業務
事業受託者

都道府県労働局
（助成金）

相談対応
実地指導

測定機器
貸出し

喫煙室等
設置助成

事務
委任

■喫煙室、屋外喫煙所等を設置する事業場に対し、その費用の一
部を助成する。

※助成率：１／２（一部について２／３） 助成上限額：1,000千円
※受動喫煙防止対策指導員を配置、助成金申請についての審査・支給事務の実
施、助成金による設置後数年経過した喫煙室等の実地調査等を行う。
（全局で80人）

受動喫煙防止対策助成金
周知啓発

職場における受動喫煙防止対策事業職場における受動喫煙防止対策事業
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○「受動喫煙防止対策助成金」を受けられない事業者向けの補助金

受動喫煙対策を推進するため、生活衛生関係営業者であって、「受動喫煙防止対策助成
金」を受けられない事業者（労働者災害補償保険の適用を受けない事業主（一人親方等））
が、事業所内に喫煙室の設置等を行うために必要な経費等について、国庫補助を行うことと
する。

※ 常勤雇用者０人の個人事業所（飲食関係の場合）約２３.４万事業所（平成２６年経済センサス）

実施主体：全国生活衛生営業指導センター

補助対象経費 補助率 上限額

喫煙室の設置などにかかる工費、設備費、備品費、機械装置費など １／２
（飲食店は２／３）

１００万円

〇 経済財政運営と改革の基本方針2018 ～少子高齢化の克服による持続的な成長経路の実現～
（平成３０年６月１５日閣議決定）

健康増進の観点から、2020年東京オリンピック・パラリンピックを目指し、受動喫煙対策を徹底する。

（参考）喫煙室設置等の補助額（助成金と同じ）

生活衛生関係営業者に対する受動喫煙対策の推進について生活衛生関係営業者に対する受動喫煙対策の推進について
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受動喫煙対策促進事業の取組例

（長崎県）
受動喫煙防止について、ホームページ・Ｔｗｉｔｔｅｒ・テレビ・ケーブルテレビ・
ラジオによる情報発信を実施。

（久留米市）
飲食店関係者等に対し、講習会の際に受動喫煙の害についてリーフレットを
配布し、情報提供と啓発を行う。

（愛知県）
受動喫煙防止対策を実践する関係者に対し、必要な知識や技術を習得する
研修会を開催し、地域における対策を推進。

愛知県ホームページより

①施設管理者などを対象とした受動喫煙対策に関する講習会・説明会等の実施

②国民や施設管理者などに対し、受動喫煙による健康影響等について、ポスター・
パンフレット資材の作成・配布を通じた普及啓発の実施

③国民や施設管理者などに対し、受動喫煙による健康影響等について、テレビコ
マーシャル作成、新聞広告の掲載、ホームページの作成等の効果的な広報手法を
用いた周知啓発の実施
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令和元
年度予
算額

732百万
円

事業の内容
●施設管理者などを対象とした受
動喫煙防止対策に関する講習
会・説明会の実施、国民や施設
管理者等に対し、受動喫煙による
健康影響についての普及啓発の
実施等、望まない受動喫煙が生
じない社会環境の整備を推進す
る。

（インプット） （アクティビティ） （アウトプット）（短期アウトカム）（長期アウトカム）

事業実施
自治体数75団体
①説明会・講習会

の開催
■平成30年度:

75団体
②普及啓発資材

の作成・配布
■平成30年度:

75団体

受動喫煙の機会を
有する者の割合
（飲食店）
■平成30年度:

集計中

「受動喫煙対策」を
強化する改正法の
認知度（健康課調べ）
■平成30年度:

54.4％

望まない
受動喫煙のない
社会の実現

受動喫煙対策促進事業のロジックモデル

受動喫煙対策
促進事業

【現状把握のための
エビデンス】

◇受動喫煙の機会を
有する者の割合（飲
食店）
■平成29年:

42.4％

【改正健康増進法の施行】

＜厚生労働省の取組＞
○ガイドラインの策定
○自治体担当者会議の開催
〇ピクトグラムの周知 等

※引き続き実施団体の
増加に向けて取り組む
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【ＷＨＯ～ＭＰＯＷＥＲ～】
項目 内容（所管省庁）

M MONITOR TOBACCO USE 
AND PREVENTION POLICIES

喫煙状況の調査
（厚生労働省）

Ｐ PROTECT PEOPLE FROM 
TOBACCO SMOKE

受動喫煙対策
（厚生労働省）

Ｏ OFFER HELP TO QUIT 
TOBACCO USE

禁煙支援
（厚生労働省）

Ｗ WARN ABOUT DANGERS OF 
TOBACCO

たばこパッケージ警告表示
（財務省）

メディア・キャンペーン
（政府広報室、厚生労働省）

Ｅ
ENFORSE BANS ON 

TOBACCO 
ADVERTISING,PROMOTION 

AND SPONSORSHIP

広告・販促・後援の規制
（財務省）

Ｒ RAISE TAXES ON TOBACCO 
PRODUCTS

たばこ税引き上げ
（財務省）



論点と見直しの方向性等について

〇 現在の「受動喫煙の機会を有する者の割合を減少させる」との成果指標に 変わる新たな成果
目標の設定を検討する。

見直しの方向性等

（論点）
〇 現在の「受動喫煙の機会を有する者の割合を減少させる」との成果指標では、直接本事業の
効果を測定することが出来ないため、適切な成果目標を設定すべきではないか。

（現状と課題）
〇 健康増進法に基づく政省令や通知等の発出が遅れたこともあり、平成30年度は事業実施の
対象となる１５０自治体の半数の７５自治体にとどまっている。

〇 現在の指標では、何の要因がアウトカムに影響しているのかが不明である。

論点・課題
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受動喫煙対策を促進するための関連事業

事業名 事業概要 令和元年度予算額

受動喫煙対策促進事業
（補助金）

受動喫煙に関する知識の普及、受動喫煙の防止に関
する意識の啓発等を通じ、望まない受動喫煙が生じな
い社会環境の整備の推進を図る。

７３２百万円

職場における受動喫煙対策事
業

喫煙室、屋外喫煙所等を設置する事業場に対し、その
費用の一部を助成。
また、事業場からの空間分煙の実施のための個別相談
対応を行う。また、事業場での実地指導や各地域での
説明会開催など、受動喫煙防止対策に係る周知広報
を実施。
さらに、たばこ濃度の測定等に必要なデジタル粉じん計
等の測定機器の貸出及び機器の適切な使用方法の
指導を実施。

３１１８百万円

生活衛生関係営業者に対する
受動喫煙対策の推進

受動喫煙対策を推進するため、生活衛生関係営業者
であって、「受動喫煙防止対策助成金」を受けられない
事業者（労働者災害補償保険の適用を受けない事
業主（一人親方等））が、事業所内に喫煙室の設
置等を行うために必要な経費等について、国庫補助を
行う。

２１７百万円

（参考）

21



〈事業目的〉
糖尿病の発症を予防するために、生活習慣を改善し、適切な食生活や適度な運動習慣など、糖尿病予防に

取り組みやすい環境を整備することを目的とする。

〈事業内容〉

① 地域特性を踏まえた糖尿病予防対策

・糖尿病予防対策として優先的な課題や対象者の把握
・優先的な課題を解決するために、地域の特性を踏まえた疾病の構造と食事や食習慣
の特徴を明確にし、民間産業や大学等と連携した糖尿病予防対策に向けた効果的な取組を推進
（具体例）杉並区の事例

糖尿病の発症・重症化予防に向けて、特定健診時の血糖値や受診状況に基づいて糖尿病リスクを階層化し、糖尿病予備群に該当する者には、糖尿病の知識と栄養や運

動の重要性の啓発を個別に通知し、栄養バランスの良い１食分の実食等の体験型予防教室を実施。

② 飲食店、食品関連企業等と連携した「健康な食事」の普及
・中食や外食等を通じた、主食・主菜・副菜を組み合わせた食事についての理解の促進、主食・主菜・

副菜を組み合わせた食事を入手しやすい食環境づくりの推進

・管理栄養士・栄養士養成施設と連携した若い世代への主食・主菜・副菜を組み合わせた食事の普及
（具体例）大分県の事例

野菜摂取量が少ない20代から30代が「最初に野菜を食べること、今より70ｇ多く野菜を食べること」を推進することを目的とした取組として、ポスターやのぼり等をスーパー

（90店舗）やコンビニ（467店舗）等に掲示。

また、趣旨に賛同した飲食店が、野菜たっぷりメニュー提供店（野菜が単品で80ｇ以上、定食で150ｇ以上）として健康応援団登録店に登録する等、関係機関や団体等と連

携し、働く世代の健康を支援。

③ 配食の機会を通じた栄養管理の支援
・「地域高齢者等の健康支援を推進する配食事業の栄養管理に関するガイドライン」を踏まえた、配食事業を

通じた社会環境の整備の取組の推進

〈実施主体〉都道府県・保健所を設置する市・特別区

【補 助 率】 １／２

糖尿病予防戦略事業糖尿病予防戦略事業 令和元年度予算
３７百万円（３７百万円）
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○糖尿病性腎症患者重症化予防の取組への支援

（事業内容）
○ 糖尿病性腎症の患者等であって、生活習慣の改善により重症化の予防が期待される者に対
して医療保険者が実施する、医療機関と連携した保健指導等を支援する。

＜実施例＞

被保険者

・レセプトデータ
・特定健診データ

主治医

・特定健診データ、レセプトデータか
ら選定した対象者の事業参加を主治
医に確認

・治療
・重症化予防事業への参加勧奨医療保険者

・重症化予防事業への参加

・主治医から了解の得られた被保険者に対して、
重症化予防事業を案内

（背景）
「経済財政運営と改革の基本方針2018」（平成30年６月15日閣議決定）において、糖尿病等の生

活習慣病の重症化予防に関して、先進・優良事例の横展開の加速に向けた取組を推進することが示され
ている。
日本医師会、日本糖尿病対策推進会議との連携協定に基づく「糖尿病性腎症重症化予防プ
ログラム」等を参考にしながら、さらに効果的に取組を推進する。

令和元年度予算
５０６百万円（５０６百万円）（保険者による糖尿病性腎症患者の重症化予防事業）
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糖尿病対策の関連事業

事業名 事業概要 令和元年度予算額

糖尿病予防戦略事業
糖尿病の発症を予防するために、生活習慣を改善し、
適切な食生活や適度な運動習慣など、糖尿病予防に
取り組みやすい環境を整備する。

３７百万円

保険者による糖尿病性腎症患
者の重症化予防事業

糖尿病性腎症の患者等であって、生活習慣の改善によ
り重症化の予防が期待される者に対して医療保険者が
実施する、医療機関と連携した保健指導等を支援する。

５０６百万円

（参考）
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厚
生
労
働
省

（概要）
地域に根ざした社会規範やネットワークといったソーシャルキャピタルを醸成し、地域のボラ

ンティア等の活動を展開することは、住民の多用なニーズにきめ細かく対応するために重要であ
る。
健康づくり活動に取り組む民間団体の、健康づくりの牽引役となる人材の育成やボランティア
を活用する主体的かつ自由な発想に基づく取組のうち、全国統一的に展開する全国規模の事業と、
地域の特色や特性に沿った取組を実施する事業のそれぞれについて、国が財政的支援し、事例収
集を行うことにより、今後の地域における健康支援施策の検討に資する。

運動の習慣化 ○実施主体
ボランティアを活用して健康づくり活動を行う
公益法人やNPO法人等の民間団体

○公募
健康づくりや生活習慣病の改善（以下「健康づく

り活動」という）に取り組む民間団体の、健康づく
りの牽引役となる人材の育成やボランティアを活用
する主体的かつ自由な発想に基づく事業を公募

審
査
会

食生活の改善

禁煙支援

等

実施方法等

健康関連産業との連携

健康のための地域づくり

【応募事業内容】

地域の健康増進事業地域の健康増進事業 令和元年度予算
７６百万円（７６百万円）
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